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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、記載を省略しております。 

  

回次 第74期中 第75期中 第76期中 第74期 第75期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等     

売上高 (百万円) 7,952 8,010 7,880 15,641 15,741

経常利益 (百万円) 138 196 228 261 326

中間(当期)純利益 (百万円) 120 116 149 138 131

純資産額 (百万円) 4,580 4,611 4,995 4,534 4,635

総資産額 (百万円) 17,529 16,758 16,731 17,247 16,484

１株当たり純資産額 (円) 262.50 261.41 282.06 258.78 261.75

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 6.88 6.64 8.44 7.53 7.14

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.1 27.5 29.8 26.3 28.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 253 355 152 864 1,101

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △55 377 △64 △637 322

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △203 △718 △374 △145 △1,265

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,277 1,326 1,223 1,284 1,438

従業員数 
(外、平均臨時従業員数) (名) 

590 
(317)

571
(354)

581
(336)

578 
(319)

559
(345)

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 6,817 7,040 6,910 13,380 13,730

経常利益 (百万円) 19 68 106 147 275

中間(当期)純利益 (百万円) 47 48 70 110 178

資本金 (百万円) 2,151 2,151 2,151 2,151 2,151

発行済株式総数 (千株) 17,768 17,768 17,768 17,768 17,768

純資産額 (百万円) 4,469 4,629 5,002 4,645 4,821

総資産額 (百万円) 15,311 15,048 15,028 15,666 15,177

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) 2.5 2.5 2.5 5 5

自己資本比率 (％) 29.2 30.8 33.3 29.7 31.8

従業員数 
(外、平均臨時従業員数) (名) 

315 
(80)

316
(79)

322
(74)

313 
(77)

311
(80)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

区分 従業員数(名)

印刷紙器関連 542(327) 

プラスチック包材関連 39(9) 

合計 581(336) 

従業員数(名) 322(74) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油をはじめとする素材価格の高騰が続くなか、景気の踊り場脱却

に不透明感を残してスタートしましたが、企業業績の回復を背景とした、雇用情勢や所得環境の改善がみられ、個

人消費は徐々に持ち直しつつあり、景気は回復への兆しが見えはじめてまいりました。 

このような環境のもと、当社グループ(当社および連結子会社)といたしましては、生産の効率化、品質の安定と

向上につとめ、コストダウンを実現するとともに、企画提案型の営業活動を活発に展開し、市場での競争に打ち勝

つ強い経営体質の構築に取組んでまいりました。 

その結果、連結売上高は7,880百万円(前年同期比1.6％減)、営業利益は321百万円(前年同期比9.7％増)、経常利

益は228百万円(前年同期比16.0％増)、中間純利益は149百万円(前年同期比28.2％増)となりました。 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

企業業績の回復を背景とした、雇用情勢や所得環境の改善がみられ、個人消費は徐々に持ち直しつつあり、景

気は回復への兆しが見えはじめたものの、売上高は、6,982百万円(前年同期比1.6％減)と前中間連結会計期間よ

り116百万円の減少となり、営業利益は295百万円となりました。 

②アジア 

セグメント間の売上高を含め売上高は、1,079百万円(前年同期比6.4％減)と前中間連結会計期間より74百万円

の減少となり、営業利益は85百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業収入を借入金の返済に充当し

たこと等により214百万円の減少となり、当中間連結会計期間末残高は1,223百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は、152百万円となりました。これは、税金等調整前中間

純利益が250百万円、減価償却費359百万円および法人税等の支払額149百万円等により増加したものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少は、64百万円となりました。これは、主に印刷紙器関連

設備投資226百万円を行ったこと、投資有価証券の売却131百万円を行ったこと等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動による資金の減少は、374百万円となりました。これは、主に長期借入金の

減少によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷紙器関連 6,673 △3.0 

プラスチック包材関連 791 △2.8 

計 7,464 △3.0 

区分 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷紙器関連 6,895 △2.4 1,207 △1.4 

プラスチック包材関連 914 3.1 151 20.6 

その他 110 19.4 69 160.5 

計 7,919 △1.5 1,427 3.7 

区分 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷紙器関連 6,796 △2.6 

プラスチック包材関連 933 △0.6 

その他 151 60.8 

計 7,880 △1.6 

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高
(百万円) 

割合
(％) 

販売高
(百万円) 

割合 
(％) 

花王株式会社 1,650 20.6 1,649 20.9

レンゴー・リバーウッド・ 
パッケージング株式会社 

951 11.9 792 10.1



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社および連結子会社)における研究開発活動は、グループ各社との連携のもと、製販一体となって

品質保証のための材料研究、生産技術開発、環境問題についての取組等、お客様のニーズや社会のニーズを先取りし

たサービスや商品の提供を目指してまいりました。今後もよりレベルを上げていく活動に邁進してまいります。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は、32百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 17,768,203 17,768,203
大阪証券取引所
市場第二部 

― 

計 17,768,203 17,768,203 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 17,768 ― 2,151 ― 1,381



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株（議決権10個）含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式および相互保有株式が次のとおり含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２―１―１ 1,720 9.68

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３―７―３ 1,536 8.64

古 林 徹 也 神奈川県鎌倉市七里ガ浜東３―16―16 927 5.22

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１―１―５ 865 4.87

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３―21―24 853 4.80

株式会社みずほコーポレート 
銀行 

東京都千代田区丸の内１―３―３ 798 4.49

古 林 敬 碩 横浜市栄区庄戸５―３―26 732 4.12

古 林 楯 夫 神奈川県鎌倉市梶原３―21―15 666 3.75

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 504 2.84

住商紙パルプ株式会社 東京都中央区晴海１―８―８ 456 2.57

計 ― 9,058 50.98

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 60,000

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

(相互保有株式) 
普通株式 11,000

― 同上 

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,587,000 17,587 同上 

単元未満株式 普通株式 110,203 ― 同上 

発行済株式総数 17,768,203 ― ― 

総株主の議決権 ― 17,587 ― 

自己保有株式   626株

相互保有株式 金剛運送㈱ 200株



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
古林紙工株式会社 

大阪市中央区大手通 
３―１―12 

60,000 ― 60,000 0.34

（相互保有株式） 
金剛運送株式会社 

横浜市戸塚区上矢部町 
2040―３ 

11,000 ― 11,000 0.06

計 ― 71,000 ― 71,000 0.40

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 276 243 240 245 251 273

最低(円) 232 220 222 231 231 244



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３号の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

なお、中間連結財務諸表その他の事項の金額については、前中間連結会計期間は百万円未満の端数を切り捨て、

また当中間連結会計期間および前連結会計年度は百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３号のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

なお、中間財務諸表その他の事項の金額については、前中間会計期間は百万円未満の端数を切り捨て、また当中

間会計期間および前事業年度は百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)および当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表ならびに前中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)および当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、ネクサス監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,405 1,280   1,514 

２ 受取手形 
  及び売掛金 

※３   4,211 4,197   3,903 

３ たな卸資産     1,431 1,510   1,635 

４ 繰延税金資産     25 59   64 

５ その他     255 253   130 

貸倒引当金     △1 △4   △3 

流動資産合計     7,328 43.7 7,295 43.6   7,243 43.9

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※1,2         

(1) 建物及び 
  構築物 

    1,636 1,525   1,554 

(2) 機械装置 
  及び運搬具 

    2,785 2,707   2,584 

(3) 土地     1,801 1,689   1,774 

(4) 建設仮勘定     8 23   51 

(5) その他     159 182   165 

計     6,391 38.1 6,126 36.6   6,129 37.2

２ 無形固定資産     103 0.6 91 0.5   88 0.5

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券 ※２   2,147 2,553   2,313 

(2) 繰延税金資産     415 334   378 

(3) その他     372 373   374 

貸倒引当金     ― △40   △40 

計     2,935 17.6 3,220 19.3   3,025 18.4

固定資産合計     9,430 56.3 9,436 56.4   9,241 56.1

資産合計     16,758 100.0 16,731 100.0   16,484 100.0



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 
  及び買掛金 

    3,617 3,583   3,708 

２ 短期借入金 ※２   2,820 2,357   2,447 

３ 未払法人税等     40 144   156 

４ 賞与引当金     106 132   109 

５ その他     743 951   711 

流動負債合計     7,328 43.8 7,167 42.8   7,131 43.3

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     300 600   300 

２ 長期借入金 ※２   3,153 2,525   3,015 

３ 退職給付引当金     554 632   607 

固定負債合計     4,008 23.9 3,757 22.5   3,922 23.8

負債合計     11,336 67.7 10,924 65.3   11,053 67.1

(少数株主持分)           

少数株主持分     809 4.8 813 4.9   796 4.8

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     2,151 12.8 2,151 12.8   2,151 13.1

Ⅱ 資本剰余金     1,382 8.2 1,383 8.3   1,383 8.4

Ⅲ 利益剰余金     915 5.5 985 5.9   885 5.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    216 1.3 469 2.8   314 1.9

Ⅴ 為替換算調整勘定     △35 △0.2 15 0.1   △89 △0.6

Ⅵ 自己株式     △17 △0.1 △9 △0.1   △9 △0.1

資本合計     4,611 27.5 4,995 29.8   4,635 28.1

負債、少数株主 
持分及び資本 
合計 

    16,758 100.0 16,731 100.0   16,484 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    8,010 100.0 7,880 100.0   15,741 100.0

Ⅱ 売上原価    6,640 82.9 6,502 82.5   13,035 82.8

売上総利益    1,370 17.1 1,379 17.5   2,706 17.2

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

         

１ 運送費   311   315 613   

２ 給与手当   379   380 752   

３ 賞与引当金 
繰入額 

  34   39 34   

４ 退職給付費用   24   22 47   

５ 減価償却費   10   8 23   

６ その他   316 1,077 13.5 294 1,058 13.4 656 2,125 13.5

営業利益    292 3.6 321 4.1   581 3.7

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   5   5 12   

２ 受取配当金   14   18 30   

３ その他   15 35 0.5 13 36 0.4 38 80 0.5

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   57   47 109   

２ その他   73 131 1.6 81 128 1.6 226 335 2.1

経常利益    196 2.5 228 2.9   326 2.1

Ⅵ 特別利益          

１ 投資有価証券 
売却益 

  47   107 48   

２ 固定資産 
売却益 

  ― 47 0.5 ― 107 1.4 17 65 0.4

Ⅶ 特別損失          

１ 会員権評価損 ※１ 11   ― 46   

２ 固定資産 
売却損 

  ―   ― 9   

３ 減損損失 ※２ ―   85 ―   

４ 役員退職金   14 25 0.3 ― 85 1.1 14 70 0.5

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

   218 2.7 250 3.2   321 2.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  43   143 184   

法人税等調整額   33 76 0.9 △60 83 1.1 △34 150 1.0

少数株主利益    25 0.3 17 0.2   40 0.2

中間(当期) 
純利益 

   116 1.5 149 1.9   131 0.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の連結 
剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金 
  期首残高 

    1,381 1,383   1,381

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 自己株式 
  処分差益 

    0 ―   1

Ⅲ 資本剰余金減少高     ― ―   ―

Ⅳ 資本剰余金 
  中間期末(期末) 
  残高 

    1,382 1,383   1,383

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金 
  期首残高 

    848 885   849

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間(当期) 
  純利益 

    116 149   131

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   43 44 88 

２ 従業員奨励 
  及び福利基金 

  6 50 5 50 6 94

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末) 
  残高 

    915 985   885



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

     

１ 税金等調整前 
  中間(当期)純利益 

  218 250 321

２ 減価償却費   354 359 713

３ 減損損失   ― 85 ―

４ 受取利息及び受取配当金   △20 △23 △42

５ 支払利息   57 47 109

６ 固定資産売却益   ― ― △17

７ 固定資産売却損   ― ― 9

８ 投資有価証券売却益   △47 △107 △48

９ 会員権評価損   11 ― 46

10 売上債権の増減額   △272 △256 15

11 たな卸資産の増減額   156 142 △57

12 仕入債務の増減額   △22 △142 49

13 その他   △8 △30 142

小計   426 324 1,240

14 利息及び配当金の受取額   24 24 42

15 利息の支払額   △57 △47 △108

16 法人税等の支払額   △38 △149 △73

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  355 152 1,101

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

     

１ 有形固定資産の取得による 
  支出 

  △119 △226 △226

２ 有形固定資産の売却による 
  収入 

  ― 10 49

３ 投資有価証券の取得による 
  支出 

  △0 △1 △1

４ 投資有価証券の売却による 
  収入 

  404 131 405

５ その他   93 21 96

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  377 △64 322

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

     

１ 短期借入金の純増減額   △595 50 △882

２ 長期借入れによる収入   900 200 1,600
３ 長期借入金の返済による 
  支出 

  △932 △830 △1,857

４ 社債の発行による収入   ― 300 ―
５ 自己株式の取得・売却 
  による収支 

  20 △0 29

６ 配当金の支払額   △43 △44 △88
７ 少数株主への配当金の 
  支払額 

  △66 △49 △67

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △718 △374 △1,265

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

  27 72 △5

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   42 △214 153
Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

  1,284 1,438 1,284

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

  1,326 1,223 1,438



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社 ６社 

 会社名 

  複合工業株式会社 

  ライニングコンテナー

株式会社 

  台湾古林股份有限公司 

  上海古林国際印務有限

公司 

  古林紙工(上海)有限公

司 

古林包装材料製造(上

海)有限公司 

連結子会社 ６社 

 会社名 

同左 

連結子会社 ６社 

 会社名 

同左 

    
２ 持分法の適用に関

する事項 

(イ)持分法適用会社 ０社 

(ロ)関連会社金剛運送株式

会社は中間純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないた

め、持分法の適用から除

外しております。 

(イ)    同左 

(ロ)    同左 

(イ)    同左 

(ロ)関連会社金剛運送株式

会社は当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないた

め、持分法の適用から除

外しております。 
    
３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社６社の中間決

算日は６月30日でありま

す。 

 中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の

中間財務諸表を使用し、中

間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連

結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左  連結子会社６社の決算日

は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引

については連結上必要な調

整を行っております。 

    
４ 会計処理基準に関

する事項 

      

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間連結決算日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部資本直入

法により処理し、

売却原価は主とし

て移動平均法によ

り算定) 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    連結決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は主として移

動平均法により算

定 し て お り ま

す。) 

     時価のないもの 

    主として移動平均

法に基づく原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ② たな卸資産 

  製品 

   主として売価還元法

に基づく原価法 

② たな卸資産 

  製品 

同左 

② たな卸資産 

  製品 

同左 

    商品、原材料、仕掛

品、貯蔵品 

   主として先入先出法

に基づく原価法 

  商品、原材料、仕掛

品、貯蔵品 

同左 

  商品、原材料、仕掛

品、貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法 

 有形固定資産は、主とし

て定率法。ただし、平成10

年４月１日以降取得した建

物(附属設備を除く)につい

ては定額法。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物及び 
構築物 

７年～50年

機械装置 
及び運搬具 

５年～12年

同左 同左 

(3) 重要な引当金の計

上基準 

① 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

  従業員に支給する賞与

に充てるため、支給見込

額に基づき計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務および年金資産の見込

額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。な

お、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定

額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理する

こととしております。 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務および年金資産の見込

額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上しております。な

お、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定

額法により按分した額を

翌連結会計年度から費用

処理することとしており

ます。 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務および年金資産の見込

額に基づき計上しており

ます。なお、数理計算上

の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)に

よる定額法により按分し

た額を翌連結会計年度か

ら費用処理することとし

ております。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(4) 重要な外貨建の資

産又は負債の本邦

通貨への換算の基

準 

 在外連結子会社の資産、

負債、収益および費用は、

中間決算日の直物為替相場

により円換算し、換算差額

は、少数株主持分および資

本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

同左  在外連結子会社の資産、

負債、収益および費用は、

決算日の直物為替相場によ

り円換算し、換算差額は、

少数株主持分および資本の

部における為替換算調整勘

定に含めて計上しておりま

す。 

(5) 重要なリース取引

の処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

(6) 重要なヘッジ会計

の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしておりますので，特

例処理を採用しておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  (ヘッジ手段) 

  金利スワップ 

  (ヘッジ対象) 

  借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  特例処理によっている

金利スワップについて

は、有効性の評価を省略

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(7) その他中間連結財

務諸表及び連結財

務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税および地方消費

税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

    
５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

これにより税金等調整前中間純利

益が、85百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該資産の金額から直接控

除しております。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割および資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が９百万円増加し、営業利益、経常

利益および税金等調整前中間純利益

が、９百万円減少しております。 

――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割および資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理

費が19百万円増加し、営業利益、経

常利益および税金等調整前当期純利

益が、19百万円減少しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

(中間連結損益計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

13,897百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

14,360百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

14,037百万円 

※２ 担保に供している資産の額 

投資有価証券 1,214百万円

有形固定資産 2,650百万円

計 3,865百万円

※２ 担保に供している資産の額 

投資有価証券 1,494百万円

有形固定資産 2,607百万円

計 4,101百万円

※２ 担保に供している資産の額 

投資有価証券 1,278百万円

有形固定資産 2,612百万円

計 3,890百万円

   対応する債務 

    長期借入金 

    (１年内返済分を含む) 

4,156百万円 

   対応する債務 

短期借入金 300百万円

長期借入金  

(１年内返済分を含む) 

  3,554百万円

計 3,854百万円

   対応する債務 

短期借入金 450百万円

長期借入金  

(１年内返済分を含む) 

  4,076百万円

計 4,526百万円

※３ 受取手形割引高 390百万円 ※３ 受取手形割引高 371百万円 ※３ 受取手形割引高 350百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 会員権評価損の内容は、すべ

て減損処理額であります。 

※１      ――― ※１ 会員権評価損の内容は、減損

処理額６百万円と貸倒引当金

繰入額40百万円であります。 

※２      ――― ※２ 当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。 

  (経緯) 

   上記の土地については、滝野

工場社宅予定地として取得しま

したが、現在は遊休資産として

おります。 

   今後の利用計画も無く、地価

も著しく下落しているため、減

損損失を認識いたしました。 

   (グルーピングの方法) 

   工場別を基本とし、将来の使

用が見込まれていない遊休資産

については個々の物件単位でグ

ルーピングをしております。 

  (回収可能価額の算定方法等) 

   正味売却価額、取引事例価額

基準 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

遊休 土地
兵庫県 

西脇市 
  85 

※２      ――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

(リース取引関係) 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,405百万円 

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△79百万円 

現金及び現金同等物 1,326百万円 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,280百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△57百万円

現金及び現金同等物 1,223百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,514百万円 

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△76百万円 

現金及び現金同等物 1,438百万円 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

    

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

  その他 
(百万円)   

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額   206   254   460

減価償却 
累計額 
相当額 

  92   152   244

中間期末 
残高 
相当額 

  113   102   216

    

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

 
その他
(百万円)

 
合計

(百万円)

取得価額 
相当額   194  221  415

減価償却 
累計額 
相当額 

  59  116  175

中間期末 
残高 
相当額 

  135  105  240

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

  その他 
(百万円)   

合計 
(百万円)

取得価額
相当額  221  193  414

減価償却
累計額 
相当額 

 60  96  156

期末残高
相当額  161  97  258

(注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 
    
２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 66百万円

１年超 150百万円

計 216百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 77百万円

１年超 163百万円

計 240百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 73百万円

１年超 185百万円

計 258百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっており

ます。 
    
３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 41百万円

減価償却費相当額 41百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 38百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 83百万円



  

  

(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
  

(注) 前中間連結会計期間においては、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

なお、当社グループにおける株式の減損処理の方針は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄すべてを減損処理の

対象とするほか、時価の下落率が30％以上の銘柄についても、個別銘柄毎に時価水準を把握するとともに、発行体の公表財

務諸表ベースでの経営成績の検討等により、総合的に減損処理の要否を決定しております。 

  

２ 時価評価されていないその他有価証券 
  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
  

(注) 当中間連結会計期間においては、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

なお、当社グループにおける株式の減損処理の方針は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄すべてを減損処理の

対象とするほか、時価の下落率が30％以上の銘柄についても、個別銘柄毎に時価水準を把握するとともに、発行体の公表財

務諸表ベースでの経営成績の検討等により、総合的に減損処理の要否を決定しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

株式 1,639 1,999 359

その他 26 33 7

計 1,665 2,033 367

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 104

計 104

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

株式 1,617 2,398 782

その他 26 40 14

計 1,643 2,439 796



２ 時価評価されていないその他有価証券 

  

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当社グループにおける株式の減損処理の方針は、時価が取得原価に比べて50％以上下落した銘柄すべてを減損処理の対象と

するほか、時価の下落率が30％以上の銘柄についても、個別銘柄毎に時価水準を把握するとともに、発行体の公表財務諸表

ベースでの経営成績の検討等により、総合的に減損処理の要否を決定しております。 

  

２ 時価評価されていないその他有価証券 

  

  
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 

非上場株式 105

計 105

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券  

株式 1,640 2,163 523

その他 26 36 10

計 1,667 2,199 533

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 105

計 105



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のパッケージを専ら製造・

販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のパッケージを専ら製造・

販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同種・同系列のパッケージを専ら製造・

販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は85百万円であり、その主なものは、親会社本社の総務

部等管理部門に係る費用であります。 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 7,098 912 8,010 ― 8,010

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― 240 240 (240) ―

計 7,098 1,152 8,251 (240) 8,010

営業費用 6,873 1,025 7,898 (180) 7,718

営業利益 224 127 352 (60) 292



当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は82百万円であり、その主なものは、親会社本社の総務

部等管理部門に係る費用であります。 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は163百万円であり、その主なものは、親会社本社の総

務部等管理部門に係る費用であります。 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 6,982 898 7,880 ― 7,880

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― 181 181 (181) ―

計 6,982 1,079 8,061 (181) 7,880

営業費用 6,688 994 7,681 (122) 7,560

営業利益 295 85 380 (60) 321

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 13,997 1,743 15,741 ― 15,741

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― 478 478 (478) ―

計 13,997 2,222 16,219 (478) 15,741

営業費用 13,519 2,003 15,522 (362) 15,159

営業利益 478 219 697 (116) 581



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……中国、台湾 

  

  アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 912 912

Ⅱ 連結売上高(百万円) 8,010 8,010

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 
  (％) 

11.4 11.4

  アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 898 898

Ⅱ 連結売上高(百万円) 7,880 7,880

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 
  (％) 

11.4 11.4

  アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,743 1,743

Ⅱ 連結売上高(百万円) 15,741 15,741

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 
  (％) 

11.1 11.1



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 261.41円 １株当たり純資産額 282.06円 １株当たり純資産額 261.75円

１株当たり中間純利益 6.64円 １株当たり中間純利益 8.44円 １株当たり当期純利益 7.14円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については潜在株式が

ないため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については潜在株式が

ないため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については潜在株式が

ないため、記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 116 149 131 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― 5 

(うち利益処分による従業員奨励 
及び福利基金への振替額)(百万円) 

― ― 5 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 

116 149 126 

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,570 17,708 17,629 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     350 272   347 

２ 受取手形 ※３   316 336   327 

３ 売掛金     3,150 3,169   2,970 

４ たな卸資産     922 969   1,118 

５ 関係会社 
  短期貸付金 

    1,175 1,027   1,107 

６ 繰延税金資産     33 60   60 

７ その他     247 267   407 

貸倒引当金     △1 △1   △1 

流動資産合計     6,196 41.2 6,099 40.6   6,333 41.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※1,2         

(1) 建物     836 773   790 

(2) 機械及び装置     1,530 1,466   1,460 

(3) 土地     1,687 1,575   1,660 

(4) その他     192 220   237 

計     4,248 4,034   4,147 

２ 無形固定資産     11 2   2 

３ 投資その他の 
  資産 

          

(1) 投資有価証券 ※２   2,138 2,543   2,304 

(2) 関係会社 
  出資金 

    1,348 1,349   1,349 

(3) 繰延税金資産     235 169   211 

(4) その他     868 873   871 

貸倒引当金     ― △40   △40 

計     4,591 4,893   4,695 

固定資産合計     8,851 58.8 8,929 59.4   8,844 58.3

資産合計     15,048 100.0 15,028 100.0   15,177 100.0



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形     876 835   870 

２ 買掛金     2,406 2,436   2,482 

３ 短期借入金 ※２   2,534 2,149   2,304 

４ 未払法人税等     26 131   146 

５ 賞与引当金     105 130   107 

６ その他     532 669   601 

流動負債合計     6,481 43.1 6,349 42.2   6,509 42.9

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     300 600   300 

２ 長期借入金 ※２   3,153 2,525   3,015 

３ 退職給付引当金     484 553   533 

固定負債合計     3,937 26.1 3,678 24.5   3,847 25.3

負債合計     10,419 69.2 10,027 66.7   10,356 68.2

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     2,151 14.3 2,151 14.3   2,151 14.2

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金     1,380 1,381   1,381 

２ その他資本 
  剰余金 

    1 2   2 

資本剰余金合計     1,382 9.2 1,383 9.2   1,383 9.1

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金     244 245   245 

２ 任意積立金     424 501   425 

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

    226 262   313 

利益剰余金合計     896 6.0 1,008 6.7   982 6.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    216 1.4 469 3.1   314 2.1

Ⅴ 自己株式     △17 △0.1 △9 △0.0   △9 △0.1

資本合計     4,629 30.8 5,002 33.3   4,821 31.8

負債・資本合計     15,048 100.0 15,028 100.0   15,177 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     7,040 100.0 6,910 100.0   13,730 100.0

Ⅱ 売上原価     6,081 86.4 5,923 85.7   11,854 86.3

売上総利益     959 13.6 988 14.3   1,876 13.7

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

    851 12.1 825 11.9   1,669 12.2

営業利益     107 1.5 163 2.4   207 1.5

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息 
及び配当金 

  23   26 242   

２ その他   34 58 0.8 19 45 0.6 62 304 2.2

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   55   46 106   

２ その他   41 97 1.3 56 102 1.5 130 236 1.7

経常利益     68 1.0 106 1.5   275 2.0

Ⅵ 特別利益 ※１   47 0.7 107 1.5   65 0.5

Ⅶ 特別損失 ※2,3   20 0.3 85 1.2   64 0.5

税引前中間 
(当期)純利益 

    95 1.4 127 1.8   277 2.0

法人税、住民税 
及び事業税 

  18   123 139   

法人税等調整額   28 47 0.7 △65 58 0.8 △41 98 0.7

中間(当期) 
純利益 

    48 0.7 70 1.0   178 1.3

前期繰越利益     178 192   178 

中間配当額     ― ―   44 

中間(当期) 
未処分利益 

    226 262   313 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

      

(1) 有価証券 子会社株式および関連会社

株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式および関連会社

株式 

同左 

子会社株式および関連会社

株式 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

   期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定) 

   時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 製品 

 売価還元法に基づく原価

法 

製品 

同左 

製品 

同左 

  商品、原材料、仕掛品、貯

蔵品 

 先入先出法に基づく原価

法 

商品、原材料、仕掛品、貯

蔵品 

同左 

商品、原材料、仕掛品、貯

蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

      

(1) 有形固定資産  定率法 

 ただし滝野工場並びに平

成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)

については、定額法によっ

ております。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物 10年～50年

機械及び 
装置 

10年～12年

同左 同左 

(2) 無形固定資産  定額法 同左 同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

  従業員に支給する賞与

に充てるため、支給見込

額に基づき計上しており

ます。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。なお、数理

計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理

することとしておりま

す。 

退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。なお、数理

計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分

した額を翌事業年度から

費用処理することとして

おります。 

退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき

計上しております。な

お、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残

存勤続年数以内の一定の

年数(５年)の定額法によ

り按分した額を翌期から

費用処理することとして

おります。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を採用し

ております。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしておりますので，特

例処理を採用しておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  (ヘッジ手段) 

  金利スワップ 

  (ヘッジ対象) 

  借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性の評価の

方法 

  特例処理によっている

金利スワップについて

は、有効性の評価を省略

しております。  

④ ヘッジ有効性の評価の

方法 

同左  

④ ヘッジ有効性の評価の

方法 

同左  



  

  
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  
追加情報 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

 なお、仮払消費税等お

よび仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示して

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

これにより税引前中間純利益が、

85百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該資産の金額から直接控除

しております。 

――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割および資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。この結果、販売費及び一般管理

費が９百万円増加し、営業利益、経

常利益および税引前中間純利益が、

９百万円減少しております。 

――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

および資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が19百万円増加し、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益が、19

百万円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

9,950百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,097百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,002百万円 

      

※２ 担保に供している資産の額 

  １ 担保資産 

  (1)財団抵当 

   戸塚工場および滝野工場の工

場財団（土地・建物・構築物・

機械及び装置等の一部） 

  2,591百万円

(2)投資有価証券 1,214百万円

※２ 担保に供している資産の額 

  １ 担保資産 

  (1)財団抵当 

   戸塚工場および滝野工場の工

場財団（土地・建物・構築物・

機械及び装置等の一部） 

  2,607百万円

(2)投資有価証券 1,494百万円

※２ 担保に供している資産の額 

  １ 担保資産 

  (1)財団抵当 

   戸塚工場および滝野工場の工

場財団（土地・建物・構築物・

機械及び装置等の一部） 

  2,554百万円

(2)投資有価証券 1,278百万円

  ２ 対応する債務 

    長期借入金 

     (１年内返済分を含む) 

4,145百万円 

  ２ 対応する債務 

短期借入金 300百万円

長期借入金  

(１年内返済分を含む) 

  3,554百万円

計 3,854百万円

  ２ 対応する債務 

短期借入金 450百万円

長期借入金  

(１年内返済分を含む) 

  4,071百万円

計 4,521百万円

      

※３ 受取手形割引高 390百万円 ※３ 受取手形割引高 371百万円 ※３ 受取手形割引高 350百万円

      

４ 偶発債務 ４ 偶発債務 ４ 偶発債務 

下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っております。 

古林紙工(上海)有限公司 

200百万円 

下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っております。 

古林紙工(上海)有限公司 

150百万円 

下記の会社の銀行借入金につ

いて保証を行っております。 

古林紙工(上海)有限公司 

150百万円 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 特別利益の主要項目 ※１ 特別利益の主要項目 ※１ 特別利益の主要項目 

   投資有価証券 
   売却益 

47百万円
   投資有価証券
   売却益 

107百万円
  投資有価証券 
   売却益 

48百万円

  固定資産
   売却益 

17百万円

      

※２ 特別損失の主要項目 ※２ 特別損失の主要項目 ※２ 特別損失の主要項目 

   会員権評価損 11百万円

   役員退職金 8百万円

   減損損失 85百万円

   

   会員権評価損 46百万円

   土地売却損 9百万円

   役員退職金 9百万円



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※３      ――― ※３ 当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。 

  (経緯) 

   上記の土地については、滝野

工場社宅予定地として取得しま

したが、現在は遊休資産として

おります。 

   今後の利用計画も無く、地価

も著しく下落しているため、減

損損失を認識いたしました。 

   (グルーピングの方法) 

   工場別を基本とし、将来の使

用が見込まれていない遊休資産

については個々の物件単位でグ

ルーピングをしております。 

  (回収可能価額の算定方法等) 

   正味売却価額、取引事例価額

基準 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

遊休 土地
兵庫県 

西脇市 
  85 

※３      ――― 

      

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

   有形固定資産 180百万円

   無形固定資産 0百万円

   有形固定資産 203百万円

   無形固定資産 1百万円

   有形固定資産 370百万円

   無形固定資産 2百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

    
機械及び 
装置 

(百万円) 
  その他 
(百万円)   

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額   168   258   426

減価償却 
累計額 
相当額 

  59   155   215

中間期末 
残高 
相当額 

  108   102   211

    
機械及び
装置 

(百万円)
 
その他
(百万円)

 
合計

(百万円)

取得価額 
相当額   190  215  405

減価償却 
累計額 
相当額 

  57  115  172

中間期末 
残高 
相当額 

  133  100  233

  
機械及び
装置 

(百万円)
  その他 
(百万円)   

合計 
(百万円)

取得価額
相当額  202   193   395

減価償却
累計額 
相当額 

 43   96   139

期末残高
相当額  158   97   256

(注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

      

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 62百万円

１年超 148百万円

計 211百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 75百万円

１年超 158百万円

計 233百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 72百万円

１年超 184百万円

計 256百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっており

ます。 

      

３ 当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額 

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 38百万円

３ 当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額 

支払リース料 37百万円

減価償却費相当額 37百万円

３ 当期の支払リース料及び減価償

却費相当額 

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 78百万円

      

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

  



(2) 【その他】 

  

平成17年11月18日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

  

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

(1) 中間配当による配当金の総額 44百万円

(2) １株当たりの金額 2円50銭

(3) 支払請求の効力発生日および支払開始日 平成17年12月19日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(１) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

(第75期) 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出。 

            

(２) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成17年９月２日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

古林紙工株式会社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古林紙

工株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、古林紙工株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

ネクサス監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  吉  村     勲  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  藤  井  栄  喜  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本  義  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が中間連結

財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

古林紙工株式会社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古林紙

工株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、古林紙工株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基

準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

ネクサス監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  藤  井  栄  喜  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本  義  彦  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  原  田  充  啓  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が中間連結

財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

古林紙工株式会社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古林紙

工株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第75期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、古林紙工株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

ネクサス監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  吉  村     勲  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  藤  井  栄  喜  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本  義  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が中間財務

諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

古林紙工株式会社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古林紙

工株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第76期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、古林紙工株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を

適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

ネクサス監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  藤  井  栄  喜  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本  義  彦  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  原  田  充  啓  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が中間財務

諸表に添付する形で別途保管しております。 
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